
対応済み 実施中 現地調査済み 事業化検討中 対応検討中 国県要望中 対応不可

土木 2 0 0 0 0 2 0 0
文化・スポーツ・観光・交流 2 0 0 0 2 0 0 0
戸籍等・国保・年金・税 0 0 0 0 0 0 0 0
生活環境 0 0 0 0 0 0 0 0
福祉・子育て・健康 2 0 1 0 0 1 0 0
農林業、商工業 15 2 3 0 0 10 0 0
交通・住宅・公園 1 0 0 0 0 1 0 0
教育・学校 1 0 1 0 0 0 0 0
国等への要望依頼 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 17 0 13 0 0 4 0 0

合　　　計 40 2 18 0 2 18 0 0
【対応種別】

○対応済み

○実施中

○現地調査済み

○事業化検討中

○対応検討中

○国県要望中

○対応不可 市が対応すべきでないもの、または明らかに実現不可能な要望など

市民の声（令和５年１月～３月分）

総括表
分　　　野 計

対応別内訳

要望内容が全て実現したもの

実施中または工事中のもの

現地調査、現地確認を終えたもの

３年以内をめどに予算化のための調査、検討をしているもの

中長期的に調査・検討すべきもの

国または県へ要望中のもの
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：土木】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.30 文書

大館駅イン
ランドデポ
構想に伴う
大館駅前及
び周辺道路
整備計画の

見通し

団体 文書 ― 土木課
大館駅インランドデポ構想に伴う大館駅
前及び周辺道路整備計画の見通しを教え
てほしい。

インランドデポ予定地の周辺道路につい
ては、当面は既存道路によるアクセスと
なるため、例えば、入出荷の予約制によ
る通行時間帯の分散などの方策を講じ、
周辺への影響を最小限にしていきたいと
考えている。中長期的には、新たな道路
インフラの整備を視野に入れ、国や県と
協議しながら最適な方策の検討を進めて
いく。

対応検討中 令和　年　月

2 R5.3.28 口頭 側溝 個人 来庁 大館南 土木課

市道のほか市道以外の路線についても側
溝を入れ直してほしい。秋ごろにアパー
トが建設予定の場所もあるため、完成前
に入れ替えできないか。

以前から早期に側溝の整備を要望されて
いる場所であるため、側溝整備課計画に
組み入れているが、前倒しで整備が可能
かどうか検討することを伝えた。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：文化、スポーツ、観光、交流】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.10 -
スポーツ
施設修繕

個人
文書

（アンケー
ト）

下川沿
スポーツ
振興課

城西体育館の雨漏りを修繕してほしい。

雨漏りは排水ドレンの凍結により屋根の
雨水が排水されないために発生してい
る。凍結はヒーターの電源ボックスの破
損によりドレーンを温められないことが
原因であるため、電源ボックスの修繕を
今年度中（雪解け後）に実施予定。

事業化検討中 令和　年　月

2 R5.1.10 -
スポーツ
施設修繕

個人
文書

（アンケー
ト）

下川沿
スポーツ
振興課

既存の競技用ラインを修復してほしい。
競技用ラインについては、競技種目が分
からないため、競技種目ごとの損傷状況
を確認後に対応を検討する。

事業化検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：福祉、子育て、健康】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.26 文書
全ての公共
施設で禁煙

を
個人 文書 ― 健康課

大館市が全ての公共施設で禁煙宣言をし
たとすれば、市民の健康づくりにも確実
に寄与すると思うのですが、いかがで
しょうか。

改正健康増進法では、小・中学校等の教
育機関を「完全敷地内禁煙」、市庁舎や
医療機関等を「原則敷地内禁煙施設」、
公民館や屋内運動施設等の社会教育施設
を「原則屋内禁煙施設」と、その施設の
種類によって基準を設けており、現在、
市の公共施設では法の基準に沿って運営
している。一方、市では第２次「健康お
おだて２１」に基づき、受動喫煙ゼロ、
妊産婦や児童生徒へのたばこによる健康
被害の啓発事業、禁煙外来の紹介など、
喫煙そのものを減らすさまざまな取り組
みを行っている。こうした取り組みの結
果、成人男性の喫煙割合は１０年前の３
割台から２割台へと減少している。

実施中 令和　年　月

2 R5.2.25 文書
子供の医療

費
個人 メール ― 保険課

子供の医療費だけは所得制限を設けない
でいただきたい。

本市では独自に、ひとり親世帯の子ども
をはじめ、県の補助対象とならない所得
制限を超えた世帯の乳幼児及び小・中学
生に対しても助成をしている。　現在、
今年８月の福祉医療受給者証更新に合わ
せ、助成の対象を中学生までから１８歳
までに拡大することを検討している。今
後は、所得制限についても、さらなる福
祉医療の拡充として検討したいと考えて
いる。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.17 口頭

国に対し
て、要請し
ていただき
たいこと

団体 文書 ― 商工課

最低賃金の大幅引き上げ、地域間格差の
解消、全国一律１，５００円の最低賃金
制度確立を要請してください。また、そ
のための中小企業支援の抜本的強化を国
に働きかけてください。

若年者の流出を防ぎ、優秀な人材を確保
するためには、所得の向上が必要不可欠
である。昨年１０月には、県内の最低賃
金が３１円引き上げられ、８５３円に改
定されたものの、昨年１２月の物価上昇
率は前年同月比で４.０パーセント上昇
するなど、物価高騰に追いついていない
状況にある。また、最低賃金が最も高い
東京都は１，０７２円で本県とは２１９
円の差が生じており、依然として地域間
の格差は大きいものがあり、中小事業者
の多くが長引くコロナ禍や物価高騰で厳
しい経営状況が続いているため、国レベ
ルでの包括的な支援の強化が必要と考え
ている。引き続き関係機関の動向を注視
しながら、機を捉えて国に要望してい
く。

対応検討中 令和　年　月

2 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課
外国人労働者の受け入れ団体設立の支援
をお願いしたい。

人口減少や若年者の県外流出による生産
年齢人口の減少等により、多くの業種に
おいて人手不足が深刻化していることか
ら、外国人材の受け入れ団体設立に向け
た貴所の取り組みを支援していきたいと
考えている。

対応検討中 令和　年　月

3 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課
特定技能外国人の募集、採用、受け入れ
の支援をお願いした。

市では、令和３年度に地域産業担い手確
保支援事業において、新たな外国人材の
受け入れに係る費用も支援対象とするよ
うに見直しを行った。今後も、支援内容
については、貴所等と協議しながら、充
実を図っていく。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

4 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課
外国の大学と連携したインターシップ人
材受け入れの支援をお願いしたい。

市では、令和３年度に地域産業担い手確
保支援事業において、新たな外国人材の
受け入れに係る費用も支援対象とするよ
うに見直しを行った。今後も、支援内容
については、貴所等と協議しながら、充
実を図っていく。

対応検討中 令和　年　月

5 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課
受け入れにより生ずる各種費用等に対す
る支援をお願いしたい。

市では、令和３年度に地域産業担い手確
保支援事業において、新たな外国人材の
受け入れに係る費用も支援対象とするよ
うに見直しを行った。今後も、支援内容
については、貴所等と協議しながら、充
実を図っていく。

対応検討中 令和　年　月

6 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課
コミュニケーション充実化を図るための
日本語教育の支援をお願いしたい。

外国人材の受け入れに欠かせない日本語
教育のほか、普段の生活に関する支援に
ついて、中小企業団体中央会や国際交流
協会などの県内の専門機関と連携を図り
ながら、体制の構築を検討していく。

対応検討中 令和　年　月

7 R5.1.30 文書

外国人労働
者受け入れ
態勢の環境

整備

団体 文書 ― 商工課 私生活等サポート支援をお願いしたい。

外国人材の受け入れに欠かせない日本語
教育のほか、普段の生活に関する支援に
ついて、中小企業団体中央会や国際交流
協会などの県内の専門機関と連携を図り
ながら、体制の構築を検討していく。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

8 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課
中小企業・小規模事業者に対する利子補
給・セーフティーネットへの支援をお願
いしたい。

市では、コロナ禍の影響を受けた市内事
業者を支援するため、「中小企業・小規
模企業融資あっせん制度（マル大・マル
大小口）」において「コロナ対策枠」を
令和２年度限定で創設し、借り入れの全
期間、保証料と利子の全額を補給する支
援を続けている。今後、コロナ関連融資
の返済猶予期間が終了する事業者の資金
繰りについては、貴所等や金融機関と連
携し、寄り添いながら支援に努めてい
く。事業者の新たな資金調達について
は、金融機関と連携しながら、通常枠の
融資あっせん制度や国・県等の有利な融
資制度の活用を促すなど柔軟に対応して
いく。また、セーフティーネット保証に
ついては、期限が今年３月末となってい
るが、これまで何度も延長されているた
め、引き続き国の動向を注視していく。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

9 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課
地域の実態に則した民間企業のＧＸ・Ｄ
Ｘ導入支援をお願いしたい。

市では、国の「新型コロナウイルス感染
症対応地方創生臨時交付金」を活用し、
令和２年度から「ＩＣＴ設備導入支援事
業」により、Wi-Fi環境の整備や業務改
善ソフトウェア導入など中小事業者のデ
ジタル化を推進している。また、昨年６
月には、エネルギーコストの削減と脱炭
素化に資する設備等の導入や改修工事を
支援する「カーボンニュートラル推進事
業」を創設し、中小事業者のＧＸ導入を
支援している。生産性を高めるＤＸ、持
続可能な社会に欠かせないＧＸを推進す
ることで本市の価値が高まることから、
今後も国の制度を活用しながら、貴所等
と協議の上、事業者から出される要望を
反映させた施策を適切な時期に実施を検
討していく。

実施中 令和　年　月

10 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課
新たな挑戦に向けた経営力強化・事業転
換への支援をお願いしたい。

市では、令和２年度に、コロナ禍を踏ま
え、「新技術・新商品開発等支援事業」
において特別枠を創設し、新たなサービ
スの提供や業態転換に取り組む事業者を
重点的に支援した。一方、同事業の通常
枠では、業態転換を伴わない新商品の開
発や展示会への出展等に対する支援を実
施している。この通常枠では、今年度、
事前承認や推薦書添付の撤廃、補助率や
補助上限の引き上げを行うなど、経済的
な負担を減らし、より利用しやすい制度
とした。

対応済み 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

11 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 観光課
大館市の伝統工芸品や特産物等の振興に
資する送料助成支援をお願いしたい。

市では、コロナ禍を踏まえ、令和２年度
から市内の事業者に対し、特産品送料助
成事業を実施した。一方、国において
は、感染法上の位置付けとして季節性イ
ンフルエンザなどと同じ５類への移行を
決定したほか、本市においても、大館大
文字まつりや本場大館きりたんぽまつり
などのイベントが３年ぶりに開催される
など、人流により地域経済が活性化し、
市内の飲食店や土産店も徐々に賑わいが
戻りつつあることから、事業者支援策と
しての送料助成事業は一定程度目的を達
成したと考えており、一律全額助成は本
年度をもって終了することとしたが、事
業者に寄り添う対策がまだ必要と考えて
おり、今後、事業者の創意工夫を聴取し
ながら対策を検討していく。

対応検討中 令和　年　月

12 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課

飲食業や観光業のみならず、公共交通、
イベント関連等厳しい経営を強いられて
いる事業者に対するアフターコロナ対策
として、プレミアム商品券による消費拡
大支援をお願いしたい。

市では今年度、コロナ禍で落ち込んだ地
域経済を喚起するため、国の「新型コロ
ナウイルス感染症対応地方創生臨時交付
金」を財源に、プレミアム付商品券を発
行し、約４億５，０００万円の消費需要
につなげた。今後については、国の動向
を注視しながら、貴所等と協議の上、実
施の方策を検討していく。

対応検討中 令和　年　月

13 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課
販路拡大に伴う展示会、商談会への参加
者に対する支援をお願いしたい。

市では、令和２年度に、コロナ禍を踏ま
え、「新技術・新商品開発等支援事業」
の通常枠で、業態転換を伴わない新商品
の開発や展示会への出展等に対する支援
を実施した。この通常枠では、今年度、
事前承認や推薦書添付の撤廃、補助率や
補助上限の引き上げを行うなど、経済的
な負担を減らし、より利用しやすい制度
とした。

対応済み 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：農林業・商工業】

№ 受付日
市からの
回答方法

要望項目 要望者の区分 要望方法 地区名 担当課 要望内容 市の考え方 対応区分 対応状況 対応時期

14 R5.1.30 文書

ポストコロ
ナを見据え
た中小・小
規模事業者
への支援強

化策

団体 文書 ― 商工課
民間就職情報サイトを活用した採用活動
費用に対する支援をお願いしたい。

市では、秋田労働局と協定を締結し、
「活jobおおだて」を核とする就職支援
を展開しているほか、地域担い手確保支
援事業により、県外からの従業員募集を
支援している。しかしながら、企業に
とって慢性的な人手不足の状況が続いて
おり、取り組みの更なる強化が必要と考
えている。人手不足の解決策として、若
い世代の利用が多いとされる民間就職情
報サイトの活用が有効な手法の一つと考
えられるので、今後、課題等を整理し、
実効性や影響などを見極めた上で、貴所
等と協議しながら検討を進めていく。

対応検討中 令和　年　月

15 R5.1.30 文書

（仮称）大
館市内工業
団地等連絡
協議会の設

置

団体 文書 ― 商工課

大館市内の工業団地企業と市内製造業企
業との連携促進・企業活性化のための常
設組織「（仮称）大館市内工業団地等連
絡協議会」の設置、早期の協議会開催・
懇談会等を実施してほしい。

ご要望については、企業間連携の促進は
地域経済の発展につながる重要なものと
捉えており、大館市企業誘致促進協議会
（会長　市長）を通じて、２月２１日に
「大館市企業懇談会」を開催した。この
懇談会は、市内の誘致企業と地元企業の
マッチングや連携を図り、市内企業の発
展と地域の活性化に資することを目的と
して開催したもので、当日は６５人（来
賓１人、協議会会員２３人、企業３３社
４１人）の出席をいただき、企業による
事例紹介などのセミナーと交流会を実施
した。
まずは、この懇談会において企業間交流
を進め、連携の枠組みづくりと気運の醸
成を図りながら、企業間連携組織の設立
に向け、準備会の立ち上げを目指してい
く。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：交通、住宅、公園】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.30 文書

二井田工業
団地周辺道
路の混雑緩
和・安全対

策

団体 文書 ―
都市

計画課
公共交通の利活用促進による渋滞解消対
策を実施してほしい。

二井田工業団地周辺の公共交通として路
線バスが運行されているが、最寄りのバ
ス停から約１．５㎞と距離があるほか、
通勤時間帯の運行がないなどの理由か
ら、利用しづらい状況となっている。工
業団地の従業員の通勤時間帯の渋滞解消
対策として、路線バスを含む公共交通の
利活用促進については、これまでも市で
検討してきたが、さまざまな理由により
実現に至っていない。今後も工業団地の
従業員の公共交通利用に関するニーズ等
の把握に努めながら、引き続き対策を検
討していく。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：教育、学校】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.17 口頭
憲法を守り
いかす社会

団体 文書 ―
学校

教育課

子育て支援策、貧困対策などの一環とし
て学校給食の無料化の取り組みが広がっ
てきています。地元の食材を使用した学
校給食を推進することと合わせ、無料化
について進めてください。

給食費の無料化については、保護者の負
担軽減につながるものの、利用者の食費
一部負担を原則としている医療・保育・
介護・障害の各制度との整合性を含め
て、取り組むべき課題であると認識して
いる。なお、低所得世帯については、生
活保護世帯は保護費に、準要保護世帯は
就学援助費に給食費負担分も含まれ、保
護者の負担は生じないこととなってい
る。また、今年度は、一般世帯の保護者
についても、物価高騰による給食費の値
上がりを抑制し、費用負担を軽減するた
め、給食費補助事業を実施している。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

1 R5.1.17 懇談会
大幅賃上
げ、底上げ

団体 文書 ― 職員課

貴自治体が直接雇用する労働者の賃金に
ついて、誰もが人間らしく暮らせる賃金
として、時間額１，５００円以上を保障
してください。

正職員の給料については、人事院が３年
ぶりに国家公務員の給与の引き上げ勧告
したこと、秋田県人事委員会でも県職員
の引き上げ勧告を行ったことに伴い、本
市でも昨年１２月市議会定例会での議
決・承認を得て、今年度引き上げを行っ
ている。また、会計年度任用職員につい
ても、最低賃金等を考慮しながら、毎
年、当初予算編成時に見直しを行ってい
る。

実施中 令和　年　月

2 R5.1.17 懇談会
大幅賃上
げ、底上げ

団体 文書 ―
契約

検査課

労働報酬下限額を設定した公契約条例を
制定し、貴自治体が発注する公共工事や
公共調達、業務委託、指定管理者制度事
業に従事する労働者に公正な賃金・労働
条件を保障してください。

建設工事や委託業務については、「最低
制限価格制度」を導入し、受注業者の採
算を確保し、下請け業者へのしわ寄せを
防止するとともに、入札時には内訳書の
提出を求め、必要な経費が適正に反映さ
れた積算であることを確認した上で、契
約を締結している。発注側の設計に当
たっても、物価上昇を踏まえた最新の労
務単価を採用し、法定福利費や一般管理
費などについても一定の掛率を乗じたも
のを適切に計上している。適正な価格で
契約締結することが、高品質な目的物の
確保にもつながることから、今後も施工
体制の適正化に資する指導・助言を徹底
していく。公契約条例については、本市
のみの制定では効果が期待できないなど
様々な議論があることから、公契約法制
定の要望を含め、他自治体の取り組み状
況などを踏まえて対応したいと考えてい
る。

実施中 令和　年　月

3 R5.1.17 懇談会

雇用を守
り、人間ら
しく働く
ルールの確
立について

団体 文書 ― 職員課
貴自治体が直接雇用する労働者の均等待
遇をすすめてください。

労働者の均等待遇の推進については、学
歴や前職歴、職種、勤務時間等条件が異
なることなど、難しい事情もあるが、各
種休暇制度取得と併せ、継続して取り組
んでいく。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

4 R5.1.17 懇談会
憲法を守り
いかす社会

団体 文書 ― 環境課

気候危機への対応をすすめてください。
化石燃料活用から、再生可能エネルギー
への転換をはかるべく、施策を充実させ
てください。また、風力発電に限らず、
新たな施設をつくる場合は情報公開を徹
底し、住民の合意が形成されるようご尽
力ください。

本市は令和３年２月１６日に、２０５０
年までに二酸化炭素の排出を実質ゼロに
するゼロカーボンシティ宣言を行った。
現在、大館市地球温暖化対策実行計画の
策定に向けて、学識経験者や事業者、市
民、行政等で構成される協議会で検討し
ている。同計画（案）については、パブ
リックコメントを行い、広く市民からの
意見を伺う予定である。また、新施設建
設等の計画を進める場合は、住民説明会
を開催するなど合意形成を図っていく。

実施中 令和　年　月

5 R5.1.17 懇談会
憲法を守り
いかす社会

団体 文書 ―
企画

調整課

貴自治体の施策に「ジェンダー平等の推
進」をこれまで以上に強く位置づけ、そ
の達成に向けご尽力ください。

市では、令和２年度に全国で１４例目と
なる「先導的共生社会ホストタウン」に
認定されている。これは、「タイ王国と
のホストタウン事業」「バリアフリーま
ち歩きマップの作成」など、バリア解消
に向けた取り組みが評価された結果であ
ると認識している。認定を受けた後も、
先導的共生社会ホストタウンの理念に基
づき、「大館版ｍｏｂｉプロジェクトの
実施」「ユニバーサルデザインのまちづ
くり」など、バリアフリー、ジェンダー
フリーの社会を目指すことにより、誰も
が安心して住み続けられる社会の実現に
向けて、より一層施策を展開していく。

実施中 令和　年　月

6 R5.1.17 懇談会

国に対し
て、要請し
ていただき
たいこと

団体 文書 ―
契約

検査課
公契約法の制定を要請してください。

公契約法制定の要望については、他自治
体の取り組み状況などを踏まえて対応し
たいと考えている。

対応検討中 令和　年　月

7 R5.1.17 懇談会

国に対し
て、要請し
ていただき
たいこと

団体 文書 ―

市立総合
病院

経営
企画課

公立公的病院の統合再編や地域医療構想
の見直し・撤回を国に求めてください。

本市の二つの市立病院は、それぞれの診
療機能を生かしながら、医療体制の充実
に努めている。今後の市立病院の方向性
については、国の「地域医療構想」及び
「医師確保計画」に関する議論を見据え
ながら、経営面、医療・介護との連携な
ど、複合する課題の解決に向けて検討を
進めていく。地域医療構想における医療
体制の整備については、県において二次
医療圏ごとに協議、検討を行うとされて
いることから、県が開催する地域医療構
想調整会議等において、意見を述べてい
く。

対応検討中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

8 R5.1.30 文書

「デジタル
ファースト
都市おおだ
て」宣言と
市税等の支

払いの
キャッシュ
レス決済の

導入

団体 文書 ―
企画

調整課
デジタルファースト都市おおだて」宣言
の発出してほしい。

現在、市では行政におけるデジタル化の
推進を図るため、「大館市ＤＸ推進基本
方針」の策定を進めており、デジタル技
術やデータを活用し、市民の暮らしを便
利にし、質を高めていくことを目指して
いる。ＤＸの推進には、行政の改革はも
とより、市民一人ひとりの意識の変革が
必要と認識している。今後、市民サービ
スや行政事務のデジタル化とともに、デ
ジタルに精通した人材を育成するなどの
基盤づくりを「大館市ＤＸ推進基本方
針」に基づいて推進していく。

対応検討中 令和　年　月

9 R5.1.30 文書

「デジタル
ファースト
都市おおだ
て」宣言と
市税等の支

払いの
キャッシュ
レス決済の

導入

団体 文書 ―
企画

調整課
市税、使用料、各種手数料の支払いの
キャッシュレス化を推進してほしい。

本市では、市税等についてスマートフォ
ンのアプリによるキャッシュレス決済
（事前チャージ等）が可能となってお
り、市役所や金融機関等の窓口を訪れる
ことなく自宅等での納付が可能で、今後
使用できるアプリを拡大していく予定で
ある。市役所窓口等における電子マネー
や二次元コード等を利用した支払いや、
スマホアプリによるキャッシュレス決済
に現在対応していない納付種目への対応
に当たっては、費用対効果や業務の効率
化等を考慮しながら検討を進めていく。

実施中 令和　年　月

10 R5.1.30 文書

「デジタル
ファースト
都市おおだ
て」宣言と
市税等の支

払いの
キャッシュ
レス決済の

導入

団体 文書 ―
企画

調整課
ＷＥＢ会議、リモートワークの推進して
ほしい。

市では、リモートワークによる在宅勤務
できる体制を整えたほか、リスク分散を
図る観点から釈迦内、比内、田代の各公
民館にサテライトオフィスを設けてい
る。また、ＷＥＢ会議についても各部毎
にタブレット端末を配置し、事業者や官
公庁などとの会議に利用され、時間の有
効活用による生産性の向上につながって
いる。今後も、リモートワークやＷＥＢ
会議などデジタルの力を活用して、庁内
外の働き方改革を推進していく。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

11 R5.1.30 文書

「デジタル
ファースト
都市おおだ
て」宣言と
市税等の支

払いの
キャッシュ
レス決済の

導入

団体 文書 ―
企画

調整課

子育て支援・母子手帳・防災無線など各
種市民サービスへアプリを導入してほし
い。

市では、スマートフォンのアプリを活用
した行政サービスとして、ごみの分別や
ごみカレンダー情報を「くらしとごみア
プリ」で提供しているが、そのほかの分
野では提供していない。アプリを活用す
ることにより、市民へプッシュ型による
情報発信が容易になることから、市民と
行政それぞれに効果があるものと認識し
ている。紙媒体等のアナログでなされる
ものと、アプリ等を活用したデジタルで
なされるものとの仕分けを適切に行い、
より効果が高いものから導入に向けて検
討を行っていく。

対応検討中 令和　年　月

12 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ― 土木課
毎年度の公共事業予算額の安定的、継続
的確保をお願いしたい。

公共事業の予算確保については、市民生
活や経済活動に直結するインフラ資産の
更新・整備は特に緊急性・重要性が高い
という認識のもと、毎年度、一定規模の
発注を行っている。

実施中 令和　年　月

13 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ― 土木課
働き方改革等に伴う上昇要因を積算に反
映した適切な予算単価の設定をお願いし
たい。

ご要望については、国が定めた「建設業
における働き方改革の推進」に基づき、
庁内関係各課との情報共有を図りなが
ら、「長時間労働の是正」「給与・社会
保険」「生産性向上」の三つの分野を考
慮した発注に努めていく。また、令和６
年４月１日から建設業への時間外労働の
上限規制が適用されることを踏まえ、週
休２日の実施に伴う必要経費の計上や適
正な工期設定を、令和６年度以降に発注
する工事等へ反映するよう準備を進めな
がら対応していく。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

14 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ― 土木課
公共工事発注の平準化並びに債務負担行
為の設定、繰越明許の早期設定などの実
施をお願いしたい。

公共工事の発注時期については、工事の
内容により適期を考慮する必要がある
が、一定期間に集中しないよう、計画的
な発注に努めていく。また、工事の施工
時期の平準化については、債務負担行為
の設定なども検討することとし、早期発
注をより一層推進していく。なお、発注
後の工事に関しては、基本的に年度内の
完了としているが、やむを得ない事由に
より年度内完了が見込めない場合は、受
注業者と調整を図りながら、適時に繰越
明許の手続きを行っていく。

実施中 令和　年　月

15 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ― 土木課
工期が長期となる工事並びに年度をまた
ぐ工事にあっては人件費並びに資材単価
の変動への柔軟な対応

人件費（労務費）の変動については、国
の措置に基づき、本市においても「入札
契約手続等の処理方針」により対応して
いる。また、資材単価の変動について
も、国、県等と歩調を合わせ適切に対応
していく。

実施中 令和　年　月

16 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ―
契約

検査課
物品調達並びに役務の提供における地元
中小企業への優先発注をお願いしたい。

市の入札に当たっては、地域経済の活性
化という観点から地元企業への優先発注
を原則とし、分離分割を推進するなど受
注機会の拡大にも努めている。また、市
経済への波及効果をより高めるため、下
請け業者の選定・資材の納入・運送など
多方面にわたって地元業者を活用いただ
くよう元請業者に要請している。なお、
特殊な製品あるいは専門的技術を要する
業務などでは、当該製品の納入や業務の
履行に関して、入札への参加が市内業者
だけでは２者以上確保できない場合があ
るため、入札参加の地域要件を市外へと
拡大することがあることをご理解願いた
い。

実施中 令和　年　月
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市民の声（令和５年１月～３月分）

【分野：その他】
№ 受付日

市からの
回答方法

要望項目 要望された方 要望方法 地区 担当課 要望内容 市の対応 対応区分 対応状況 対応時期

17 R5.1.30 文書

公共工事予
算額の安定
的、継続的
確保や発注
の平準化

団体 文書 ―
契約

検査課
測量設計業務における地元中小企業への
優先発注をお願いしたい。

測量設計業務についても地元企業への優
先発注を原則としているが、国土交通省
の建設コンサルタント登録規程の要件を
満たすような、特に高度な専門的知識を
備えた有資格者の配置を求めるものや、
当該業務の実績を必要とする場合などで
は、入札参加の地域要件を市外へと拡大
していることをご理解願いたい。

実施中 令和　年　月
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